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無電柱化推進計画（R3～R7) 概要 （1/2）
第１ 無電柱化の推進に関する基本的な方針

１．取組姿勢

• 新設電柱を増やさない
特に緊急輸送道路については電柱を減少させる

• 徹底したコスト縮減を推進し、限られた予算で無
電柱化の実施延長を延ばす

•事業の更なるスピードアップを図る

２．適切な役割分担による無電柱化の推進
①防災・強靱化目的
・市街地の緊急輸送道路など道路の閉塞防止を目的と
する区間は道路管理者が主体的に実施

・長期停電や通信障害の防止や、電線共同溝方式が困
難な区間は電線管理者が主体的に実施

・上記の重複は道路管理者、電線管理者が連携し実施

②交通安全、景観形成・観光振興目的
・安全・円滑な交通確保を目的とする区間、景観形
成・観光振興を目的とする区間は道路管理者、地方
公共団体等が主体的に実施

道路事業や市街地開発事業等が実施される場合は、
道路管理者、電線管理者、市街地開発事業等の施行者
及び開発事業者が連携して実施

２０２１年度から２０２５年度までの５年間

第２ 無電柱化推進計画の期間

第３ 無電柱化の推進に関する目標

<進捗・達成状況を確認する指標>

１．無電柱化の対象道路
• 防災 ： 市街地の緊急輸送道路、長期停電や通信障害の防
止の観点で必要な区間 等

•安全・円滑な交通確保 ：バリアフリー法に基づく特定道
路、通学路、歩行者利便増進道路 等

•景観形成・観光振興 ：世界遺産周辺、重要伝統的建造物
群保存地区 等

３．無電柱化の手法
・電線共同溝方式、自治体管路方式、要請者負担方式、
単独地中化方式、軒下配線、裏配線

２．計画目標・指標
高い目標を掲げた前計画を継承
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①防災
・電柱倒壊リスクがある市街地等の緊急輸送道路の無電柱化着手率

３８％→５２％

②安全・円滑な交通確保

・特定道路における無電柱化着手率 ３１％→３８％

③景観形成・観光振興

・世界文化遺産周辺の無電柱化着手地区数 ３７→４６地区
・重要伝統的建造物群保存地区の無電柱化着手地区数 ５６→６７地区
・歴史まちづくり法重点地区の無電柱化着手地区数 ４６→５８地区

目標を達成するため、「防災・減災、国土強靱化のための加速

化対策」で着手する約2,400kmも含め、新たに4,000ｋｍの

無電柱化が必要
そのほか、電線管理者（長期停電や通信障害の防止の観点）
や開発事業者による無電柱化あり

４．まちづくり等における無電柱化
・まちづくり等の計画においても無電柱化を位置づけ、地
域の賑わいを創出するような道路空間の整備を推進

・無電柱化を実施する機会を捉え、舗装、照明等のデ
ザインの刷新や自転車通行空間の確保など道路空間
のリデザインを推進

令和３年５月２５日
国土交通大臣決定



第４ 無電柱化の推進に関し総合的かつ計画的に講ずべき施策

１．緊急輸送道路の電柱を減少
・防災・減災、国土強靭化のための５か年加速化対策により無電柱化を推進
・既設電柱については、電線共同溝事業予定区間や電柱倒壊による道路閉塞の影響が大きい区間など
優先順位を決めて、早期に占用制限を開始

・沿道区域において倒壊による道路閉塞の可能性がある工作物を設置する際の届出・勧告制度について、
関係者が連携して道路閉塞防止を実施 等

２．新設電柱の抑制
・道路事業や市街地開発事業等の実施に際し、電柱新設の原則禁止の徹底
・事業認可や開発許可の事前相談時などを捉え、施行者及び開発事業者等による無電柱化検討を徹底
・新設電柱の増加要因を調査・分析を行い、削減に向けた対応方策を令和3年度中にとりまとめ 等

３．コスト縮減の推進
・地方公共団体への普及を図るなどコスト縮減の取組を進め令和7年度までに平均して約２割のコスト縮減を目標
・設計要領や仕様書、積算基準等に盛り込んで標準化を図り、地方公共団体へ普及促進
・配電機材の仕様統一や通信に係る特殊部の設置間隔の延伸化など電線管理者による主体的な技術開発の促進
・地域の状況に応じて安価で簡便な構造・手法を採用 等

４．事業のスピードアップ
・発注方式の工夫など事業のスピードアップを図り、交通量が多いなど特殊な現場条件を除き事業期間半減
（平均４年）を目標（現在は平均７年） 等

５．占用制限の的確な運用
・新設電柱の占用制限制度の拡大や既設電柱の占用制限の早期開始 等

６．財政的措置
・新たな託送料金制度の運用にあたり必要な無電柱化が確実に実施されるよう、関係省庁が連携して対応 等

７．メンテナンス・点検及び維持管理
・国は、電線共同溝の点検方法等について統一的な手法を示し地方公共団体も含めて適切な維持管理を図る 等

８．関係者間の連携の強化
・ガスや上下水道など他の地下埋設物と計画段階から路上工事占用調整会議等を活用し工程等を調整 等

第５ 施策を総合的、計画的かつ迅速に推進するために必要な事項

１．広報・啓発活動 ２．地方公共団体への技術的支援 ３．中長期的な取組 2

※2,400km

※踏切道改良促進法等の一部を改正する法律（令和3年3月31日成立）

無電柱化推進計画（R3～R7) 概要 （2/2）
令和３年５月２５日
国土交通大臣決定



新設電柱の抑制に向けた対応方策（令和４年４月公表）

○ 「無電柱化推進計画」では、「新設電柱を増やさない」が取り組み姿勢の１つ。

○ 関係省庁（国土交通省、資源エネルギー庁、総務省）で連携し、令和3年度の新設電柱調査結果
を踏まえた対応方策をとりまとめ、４月２０日に公表。

【電柱（電力柱＋通信柱）の新設及び撤去状況】

新設 撤去 増減

合 計 約25.3万本 約20.5万本 約4.8万本
うち電力柱 約14.4万本 約8.9万本 約5.5万本
うち通信柱※1 約10.8万本 約11.6万本 ▲約0.8万本

新設

民地 約5.2万本
官地 約1.8万本

うち道路区域 約1.2万本
うち道路区域以外（公園、河川区域等） 約0.5万本

合 計 約7万本

約２割

【新設場所別】

約７割

新設

供給申込 約5.6万本
うち市街地開発事業等に係るもの 約0.4万本
うち個別の家屋新築等に伴うもの 約5.2万本

再エネ発電設備への電線の接続に係るもの 約1.4万本
合 計 約7万本

約７割

【新設要因別】

■新設電柱の調査結果概要【令和3年度】
■新設電柱への対応方策

○ 電力柱の新設（約14.4万本）のうち、供給申込や再エネ発電設備への接続に係るものが約7万本

○ このうち、約7割が個別の家屋新築等に伴う供給申込によるもの

○ 新設場所別として、民地に約7割、官地に約2割が設置されている

約4.8万本増加
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【新設電柱を増やさない】



約2.2万km(100%)

0% 50% 100%

緊急輸送道路
全延長

約9.5万km

直轄国道
約2.2万km

補助国道・
都道府県道
約6.1万km

市区町村道
約1.2万km

約7.6万km(約85%) → 約9.3万km(約98%) 

（内訳）

約5.2万km(約86%) → 約6.1万km(約99.9%)

約0.4万km(約41%)→約1万km(約86%)

○道路法第37条に基づく新設電柱の占用を禁止する占用制限の措置は、緊急輸送道路約9.5万km
のうち、全線での措置に至っていない都道府県・市町村で、現在、手続きを進めており、
令和4年度末には約9.3万km(約98%)となる見込み。

○引き続き、全線での占用制限に向けて関係省庁の協力も得つつ、措置に至っていない都道府
県・市区町村に占用制限の実施を促す。

《道路種別毎の措置状況》

※道路法第37条（抜粋）
道路管理者は（中略）区域を指定して道路の占用を禁止し、又は制限することができる
三 災害が発生した場合における被害の拡大を防止
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《都道府県別の措置状況》

緊急輸送道路における新設電柱の占用制限導入状況

管内全ての自治体が占用制限導入

占用制限未実施の自治体がある

凡例

令和4年度末見込み（R5.1.16調査）

管内すべての
緊急輸送道路の
占用制限導入済み
30道府県（約64%）

※延長は手続き中も含んだ令和4年度末見込みの値である。
※グラフ中の記載は、R3.9と令和4年度見込みの比較である。

R3.9時点措置分 R4年度末追加措置見込み

【対応方策 ⑤－(１)】



○沿道民地からの工作物等の倒壊による道路閉塞を防止する仕組みとして、道路法改正（R3年9月

施行）により、沿道区域を設定し、当該区域内に届出対象区域を設定、区域内に電柱を設置する際

は、道路管理者への届出、届出に対し、勧告できる「届出・勧告制度」を創設。

○直轄国道の中で、防災拠点とインターチェンジを結ぶ区間等重要な区間（８箇所）で、届出対象区域

の設定の手続きを１０月から開始。

【 道路の閉塞を防止する仕組み（イメージ）】

届出勧告制度の
活用により

国道５５号 高知県安芸市
【沿道民地の電柱が倒壊し道路閉塞した例】

沿道区域の指定※

届出対象区域の指定※

電線管理者から道路管理者へ電柱設置
設置を届出

必要に応じ、倒壊しても道路閉塞しない
位置へ変更を道路管理者から勧告

【 手続きの流れ 】

※指定にあたり電線管理者や
土地所有者へ説明

【 沿道区域・届出対象区域のイメージ 】

民 地道路区域民 地

最大20ｍ

沿道区域

最大20ｍ

沿道区域

※届出対象区域は沿道区域の中で設定
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沿道民地における届出勧告制度の導入
【対応方策 ⑤－(２)】



○無電柱化法第１２条※では、電線管理者は、道路事業や市街地開発事業等が実施される場合には、

電柱又は電線を道路上において新たに設置しないよう規定。

○このため、道路整備と同時に電線類の地中化を進めるよう令和元年度に「手引き」を作成し、道路

局、都市局から、地方整備局、自治体に通知。

○その「手引き」について、運用状況等を把握を行った上で、「通知」方法の改善などの改訂に向けて

関係者の調整を進めており、令和４年度中に改訂を行い、自治体等に周知。

道路事業や市街地開発事業等と併せた無電柱化

道路事業に併せた無電柱化を
推進するための手引き
（道路局、都市局）

技術的困難※と認められる場所以外は、
電線を地下に埋設

令和元年9月

※掘削深さが十分でない
施工区間延長が短い
2年前までに工事着手の通知がされていない

※［無電柱化法 第12条］
関係事業者は、社会資本整備重点計画法、都市計画法その他これらに類する事業が実施される場合には、電柱又は電線を道路上において新たに設置しないようにする（中略）
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(1)「通知」の方法の改善
①対象事業の明確化
②通知時期の前倒し
③回答期限の設定

(2)事業進捗に合わせた調整内容の明確化

【改訂のポイント】

同時整備の推進のための手引きの改訂
【対応方策 ⑥－(１)】



○従来、沿道の将来の電力需要が明確でない場合は、ケーブル本数等が定まらないため、

電線共同溝の設計ができず、道路整備と同時の電線共同溝の整備を実施してこなかった。

○今後は、郊外の緊急輸送道路等について、将来の電力需要が見込める場合には、

道路整備と同時に管路等を埋設することとし、この新たな整備手法について現在、関係者と調整中。

○令和４年度中にガイドラインを作成し、自治体等に周知。
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整備済の管路等を活用→ 供用後の工事を大幅に縮減

道
路
整
備

着
手

供

用

電線共同溝工事

将来の電力需要が見込める場合、道路整備と同時に管路等を整備

入線
工事等

占
用
開
始

管路等
整備

掘削等

電
力
需
要

発
生

道
路
整
備

着
手

供

用

電線共同溝工事
入線
工事等

占
用
開
始

管路等
整備

電
力
需
要

発
生

道路供用後に
電線共同溝を
整備する場合

同時整備
（事前埋設）
を行う場合

① 道路整備時

② 将来需要発生時

民地

歩道

民地

歩道

【同時整備（事前埋設）のイメージ】

【段階的な整備のイメージ】
【断面のイメージ】

道路整備と同時に事前埋設を行うため新たな整備手法の導入
【対応方策 ⑥－(２)】

掘削等
管路等
整備

管路等
整備



自治体職員に向けたガイドラインの作成

ガイド掲載 ：http://www.nilim.go.jp/lab/dcg/kadai6-mudenchu-guide.html

○自治体における過去５年間の無電柱化の実施状況を見ると、約８割が無電柱化事業を実施した
ことがない状況。

○無電柱化の経験がない、または豊富でない市区町村の担当者向けに、「計画段階からの合意形成に
関する参考図書」として「無電柱化事業における合意形成の進め方ガイド（案）」を令和４年４月に
自治体へ周知するとともにホームページで公開。
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■様々な無電柱化の構造
取組が進められている低コスト
な構造も解説。

■施工分担
分かりにくい施工分担も図解にて
解説。

無電柱化事業が初めての方を想定して、無電柱化に関する基礎
知識として、無電柱化の目的や効果、構造、整備工程、事業の
進め方などを解説。

特殊部

管路部

引込部

分岐部

地上機器
(トランス等)

民地 道路区域

■道路管理者施工（⇒電線共同溝本体）
■電線管理者施工（⇒トランス・電線等）

小型ボックス構造電線共同溝方式の場合

■電気・通信設備、地中化のイメージ
電気・通信設備の機能や設置の状況について解説。

無電柱化事業の計画から実施に至るまでの実務における多様な関係者との合意形
成プロセスについて、路線選定段階、設計段階、施工段階における必要な調整事
項や円滑な事業実施のための合意形成のポイントを解説。

■記述例：地上機器の位置の設定

地上機器の設置について、合意形成が得られやす
いような配慮や設置位置、留意事項等について解説。

（地上機器サイズの例）

1450

450

1100

＜周囲の景観に配慮＞
地域との円滑な合意形成を
行うため、景観に配慮した
デザインとすることも考え
られる。

＜道路区域外に設置＞
景観上や設置スペースの問

題から道路区域外に設置する
ことも考えられる。

＜道路特性に応じた対応＞
歩道がない又は狭い場合は、

柱上型機器を採用することも
検討。

（板塀による目隠し） （柱上型機器） （民地に設置）

【対応方策 ②－３－(１)】

【基礎編】 【本編】
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多様な整備手法の活用

○無電柱化を推進するためには、多様な事業手法が不可欠であり、現地の状況に応じて関係者が
連携し、電線共同溝方式に加えて単独地中化方式などの様々な手法を活用し、より安価な手法にて
整備していくことを基本として、適切な役割分担の下、地域の実情に応じ、以下の構造及び手法
により実施。

【徹底したコスト縮減】

①無電柱化の構造

a)管路構造
ケーブルを収容する管路と分岐器等を収容する特殊部により
地中化する方式。

b)小型ボックス構造
管路の代わりに小型化したボックス内に複数のケーブルを収容
し埋設する方式。

c)直接埋設構造
ケーブルを地中に直接埋設する方式。

d)軒下配線
建物の軒等を活用して電線類の配線を行う方式。

e)裏配線
表通りの無電柱化を行うため、裏通り等へ電柱、電線等を移設
する方式。

なお、地上機器の設置により、十分な歩道幅員の確保が困難で
ある場合等には、地域の実情に応じて柱状型機器の活用も選択
肢とする。

②事業手法

a)電線共同溝方式
電線共同溝の整備等に関する特別措置法（平成7年法律第39
号）に基づき、道路管理者が電線共同溝を整備し、電線管理
者（二者以上）が電線、地上機器を整備する方式。

b)自治体管路方式
管路設備を地方公共団体が整備し、残りを電線管理者が整備
する方式。

c)要請者負担方式
要請者が整備する方式。

d)単独地中化方式
電線管理者が整備する方式。

以上の事業手法により無電柱化を実施する場合の費用につ
いては、それぞれの整備主体の負担とする。ただし、軒下配線
又は裏配線を道路事業の移設補償として行う場合は、道路管
理者が負担する。また、無電柱化の目的に応じた関係者間の
費用負担のあり方について具体化を図る。



キャブシステム712km （36％）

単独地中化 901km （45％）

自治体管路 246km （12％）

要請者負担 141km （7％）

電線共同溝 3,551km （88％）

単独地中化
62km （2％）

自治体管路
54km （1％）

要請者負担 254km （6％）

軒下・裏配線 93km （2％）

電線共同溝 821km （90％）

要請者負担 45km （5％）

軒下・裏配線 32km （4％）

単独地中化
8km （1％）

自治体管路
2km （0％）
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▼事業手法の変遷（電線管理者主体から道路管理者主体へ）

Ｓ６１～Ｈ６
（第１・２期電線類地中化計画）

Ｈ１６～Ｈ２９
（第５・６期電線類地中化計画）

電線共同溝法施行
（Ｈ７）

Ｈ３０～Ｒ２
（第７期無電柱化推進計画）

（100km/年）

（79km/年）

（254km/年）

（4km/年）

（274km/年）

（3km/年）

多様な整備手法の活用（事業手法の変遷）

○初期の頃は単独地中化事業が約半数を占めていたが、現在ではほとんどが道路管理者が実施する
電線共同溝事業が中心になっている状況。

【徹底したコスト縮減】



多様な整備手法の活用 【沖縄電力、NTT西日本】

○竹富町小浜島の町道細崎線道路の両側に多くの電柱が立っていることから、無電柱化による
観光振興ならびに、歩行者・車両の安全円滑な通行性の向上を図るため単独地中化を活用して
無電柱化を実施。

○特徴

観光地域振興無電柱化事業を活用し、
電線管理者の単独地中化を支援。

○概要

・事業箇所：沖縄県八重山郡竹富町小浜島

・路線名 ：町道細崎線
・延長 ：１８００ｍ
・費用 ：約６．２億円 ※

こはまじま くばざき

○経緯

R01.11 無電柱化事業の実施方針等の公表
R01.12 設計・施工 着手
R03.03 抜柱完了

事業箇所

【広域図】

【平面図】

【事業実施前】 【事業実施後】

単独地中化

11※沖縄電力及びNTT西日本の費用

【徹底したコスト縮減】

こはまじまたけとみちょう

くばざき

やえやま



多様な整備手法の活用 【四国地方整備局、四国電力】

○国道１１号高松市内の電線共同溝事業では、事業費の縮減、スピードアップを図るために、
裏配線で対応可能な区間を電線管理者と調整を行い無電柱化を実施。

○概要

・事業箇所 ：香川県高松市屋島西町～春日町
・路線名 ：国道１１号
・整備延長 ：２．６km（道路延長１．３km）
・費用 ：約２．３億円 ※

たかまつ やしま にしまち かすが ちょう

※四国電力送配電の費用（NTTは工事なし）

裏配線
【徹底したコスト縮減】
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屋島地区電線共同溝
延長２．６km（上下）

事業中

整備済

やしま

至）徳島市
至）松山市

裏配線
の活用

延長0.6km延長0.4km 延長0.3km

屋島地区電線共同溝

香川県

地上機器
（高圧分岐装置）

地上機器用
特殊部

ガス
（支障）

上水
地上機器用特殊部の設置回避

→至徳島至 松山←

当 初 見直し後

【見直し後】裏配線ルート（高圧引込）
・裏道に電柱、電線を新設
・高圧引込を裏配線で対応
・裏配線総延長：約520m（支線含む）

電線共同溝

四電新設の裏配線ルート

既存の配線ルート

○特徴

・地上機器用特殊部の設置回避により事業費を縮減
・埋設物の移設回避によりスピードアップ化



多様な整備手法の活用 【四国地方整備局、四国電力】

○経緯

Ｈ２８．８～ 電線共同溝設計
配線計画の変更を電力会社と協議・調整
地上機器設置（高圧分岐装置）から裏配線対応へ変更

Ｒ０１．７ 裏配線用の電柱・電線を新設 （電力会社施工）
Ｒ０４．３ 裏配線からの高圧引込に切替え完了 （電力会社施工）
Ｒ０５年度 電柱撤去予定

【裏配線状況写真】

（令和4年5月撮影）

国道11号北側の道路 国道11号北側の道路 国道11号

裏配線用の電柱・電線を新設 裏配線からの高圧引込

至徳島

撤去予定

国道の地上機器設置なし

裏配線
【徹底したコスト縮減】
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○金沢の個性である歴史的なまちなみの特徴を活かし、様々な整備手法を取り入れ、重要伝統的建造
物群保存地区など金沢を象徴するまちなか区域において重点的に整備。

地域特性に合わせ、
既存の様々な手法と
新たな手法を組合せ

住民の
合意

新技術の
導入

従来の完全地中化

下
水

ガス

水
道

電
力

通
信

軒下配線

下
水

ガス 水
道

通信幹線
電力幹線

電線管電線管

浅層埋設

水

ガス

下水

浅層埋設
（トラフ型等）

下水
ガス 水道

脇道から２，３件
へ軒下配線する

並行する裏通
りから配線する

脇道配線・裏配
線

既存ストック活用

水

ガス 下水

ＮＴＴ単独地中化
で埋設されている
管路など

ソフト地中化

下
水

ガス 水
道通

信
電
力

石
川

富
山

岐
阜福

井

石川県金沢市

○概要（代表的な手法を用いた事業のみ抽出）

・事業箇所：石川県金沢市主計町 外地内
・路線名 ：市道 主計町線１号 外12路線

○特徴

まちなみの特徴を活かし、地域特性に合わせた
多様な整備手法を組合せ

かずえまち

14

【徹底したコスト縮減】

多様な整備手法の活用 【石川県金沢市】
軒下配線など

多様な整備手法の活用

○経緯

H21.3 ; 金沢市無電柱化実施推進計画策定
H22.4～ ; 多様な手法により事業推進中



◆完全地中化

東山ひがし茶屋街【重要伝統的建造物群保存地区】

整備延長：３，４５０ｍ、概算費用：約２２億円※

◆既存ストック活用

整備延長：３５０ｍ、概算費用：約１．５億円※

桜坂・犀川左岸桜橋詰め
さくらざかさいがわ さくらばし

ひがしやま

柱状分岐器

照明灯

ひがしやまきまち

概算費用：約１．８億円※

整備延長：１２０ｍ

東山木町通り【重要伝統的建造物群保存地区】

◆ソフト地中化 ◆軒下配線

主計町 【重要伝統的建造物群保存地区】

整備延長：１５０ｍ、概算費用：約０．７億円※

かずえまち

15

【徹底したコスト縮減】

多様な整備手法の活用 【石川県金沢市】
軒下配線など

多様な整備手法の活用

ライフライン等の空きスペース(流雪溝や
通信管路など)を活用して電線類等を
入線する方法

電力・通信の幹線ケーブルを地中化し、
変圧器等の機器を地上に設置する方法

電線類（高圧線を除く）の一部を軒下や壁面に設置する方法
電力等の附属機器は別途、地上型もしくは柱状型により設置する

低圧分岐機器の一部を照明柱に埋め込む、
または照明柱に開閉器・変圧器を添架する方法

※周辺の環境整備費用等の関連費用も含む



コスト縮減の取組み
○計画、設計、工事等の各段階において以下の取組を進め、令和７年度までに平均して約２割の
コスト縮減に取り組む。

計画 設計 工事

管路
○既存ストックの活用
○低コスト手法の活用
○埋設位置の検討

○事前探査の実施
○新技術・新工法の活用 ○施工のスピードアップ

・仮復旧の簡素化
○新たな掘削機の活用
○新技術・新工法の活用

特殊部
○配置計画の検討
・共有化
・長延化

○コンパクト化
○新技術・新工法の活用

機器

○機器配置の検討
・ソフト地中化
・民地の活用
・集中配置

施工方法の
工夫

○発注の工夫（ＰＦＩ手法を含む）
○同時施工の検討

○施工方法の検討
・昼間施工
・常設作業帯

低コスト手法(管路)の活用 特殊部のコンパクト化、共有化 施工方法の工夫

角形多条電線管など新材料の採用 電力と通信の特殊部を共用化 常設作業帯を確保し昼間で施工

【徹底したコスト縮減】
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17

※複数の低コスト手法を採用している工事に
ついては代表的な手法に集約して、１件とし
て計上している。

※「その他」は特殊部材の見直し、小型BOX
活用埋設 等

○ 令和４年度の直轄の電線共同溝工事では、管路の低コスト手法を約９割の工事で活用。
○ そのうち、管路の新材料の活用が約５割、浅層埋設が約３割で活用。

直轄の電線共同溝工事における
低コスト手法の活用状況

低コスト手法の普及拡大

電線共同溝（現行） 電線共同溝（浅層化）
新材料の活用
【FEP管、EPVP管】

図面
写真

コスト
縮減
効果

従来の埋設深さに比べ

▲約１割

従来の管路材料に比べ

▲約３割

東京都無電柱化計画より引用

ＦＥＰ管のイメージ

80cm

35cm

45cm

従
前

舗
装
厚
50

を
想
定

径15cm未満
交通量の少ない生活道路の場合

cm

【低コスト手法のコスト縮減効果】

【徹底したコスト縮減】

※標準的な断面を基に土木工事費を積み上げ

※浅層化は、区間３００ｍあたりの比較（歩道部：３００ｍ、車道部２０ｍの場合を想定）

※新材料の活用は、設置位置が下層路盤下面から10cmの位置、使用管路が径130mm – 2条、
径100mm - 2条、計 4条、管路延長が１００m (直線配管：８０％、曲線配管：２０％)、特殊部
の配置が４箇所の場合の比較



既存ストックの活用(既設側溝の活用)

○国道４５号の岩手県山田町の電線共同溝では、津波で被災した国道の早期復旧のため、
既設側溝を小型ボックスとして活用し、無電柱化を実施。

○概要

・事業箇所 ：岩手県山田町境田～北浜町地内
・路線名 ：国道４５号
・延 長 ：２，６００ｍ
・低コスト手法：浅層埋設、管路材の見直し、小型ボックス

○特徴

既設側溝を小型ボックスに転用することで、引込管路と
排水用側溝の干渉を回避。

やまだまち さかいだ

山田
町

岩手県

山田地区
電線共同溝

整備延長：L=2.6km
道路延長：L=1.3km

岩手県
山田町

太平洋E45

山田南IC

山田IC
45

至仙台

至青森

山田町役場

船越半島

山田湾

岩手県
山田町

車道 歩道 民地
＜施工前の建柱状況＞＜施工後の埋設状況＞

小型ボックス
(既設側溝利用)新設側溝

電力高圧管路
(角形FEP)

(民地分)

引込管路(官地)

小型ボックス
(既設側溝利用)

新設側溝
(スリット側溝)

きたはままち

当
初
計
画

採

用

電力高圧管路
(CCVP)

土被り
H=850

土被り
H=450

既設側溝

引込管路(官地)

(民地分)

【徹底したコスト縮減】
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○経緯

H２７.１０：地方ブロック無電柱化協議会における同意
H２９.４ ：事業化（無電柱化事業開始）
R ３.１ ：本体工事完了

＜小型ボックス＞
既設側溝の活用

【施工状況写真】
（令和2年6月撮影）

＜新設側溝＞
スリット式で景観に配慮

＜電力高圧管路＞
可撓性の高い角形ＦＥＰを採用

既存ストックの活用(既設側溝の活用)
【徹底したコスト縮減】
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○概要

・事業名 ：百石地区電線共同溝

・事業区間 ：国道５６号高知県高知市内

・整備延長 ：2.2km

施工方法の工夫(常設作業帯の確保)

○特徴

・常設作業帯の確保により、連続的な工事ヤードが
確保され、仮復旧などが不要となり、工事期間や
規制期間の短縮が図られる。

○ 国道５６号高知市内の電線共同溝の整備にあたり、中央分離帯を撤去し車線位置の変更を行い、
常設作業帯を確保し昼間施工で計画。

○ 令和５年度からの工事実施に向けて、現在、地元調整中。

国道56号
百石地区電線共同溝事業

【写真および活用イメージ】

【徹底したコスト縮減】
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W=4m

W=4→1.5mW=4.5m

R5工事予定区間

L=0.6km

ひゃくこく



新技術・新工法の活用

○「無電柱化における管路部等の低コスト化に資する技術」をテーマに技術を公募。
○募集した各技術の特徴を明確にした「技術比較表」を令和5年１月公表。

⇒工事等の発注にあたって発注者が新技術を採用しやすくすることによりコスト縮減を促進

評価指標、要求水準等※の作成
※外観、種類、使用環境、価格、強度等

21

技術の公募（令和2年9～10月）

技術の選定※（令和4年2月）
※管路部4件、特殊部2件

技術比較表の公表（令和5年1月）

【技術比較表作成の流れ】 【技術比較表のイメージ】

【徹底したコスト縮減】

工事等の発注にあたって技術比較表の活用により、新技術を採用しやすくすることでコスト縮減を図る

テーマ設定型の技術公募による新技術の活用



新技術・新工法の活用（トレンチャーの活用）

○概要
・事業箇所：北海道亀田郡七飯町峠下
・路線名 ：一般国道５号 赤松街道電線共同溝
・延長 ：８００ｍ

○特徴
・掘削速度の向上
・施工断面の縮小

かめだぐん ななえちょう とうげした

北海道亀田郡七飯町

北海道新幹線
新函館北斗駅

道の駅「なないろ・ななえ」

至）札幌

至）函館至）函館

5

5

赤松街道電線共同溝
L=800m 函館新道

七飯藤城IC

【徹底したコスト縮減】
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○掘削工程の短縮によるコスト縮減を図る取組として、トレンチャー（新たな掘削機械）を試行活用。

○トレンチャーとダンプが同時に移動することで掘削と同時に土砂を積込み、工程が短縮。

○今後、郊外部のような沿道の電力需要が少ない区間において、今後本技術の活用を図る。

トレンチャー掘削状況（ベルコンにより掘削同時積み込み）

従来施工に比べ約5倍～9倍に施工速度が向上、
作業時間の掛かる掘削工程の大幅な短縮に寄与



○経緯

H２８.４ ：赤松街道電線共同溝事業化
R ３.２ ：北海道無電柱化推進協議会においてトレンチャーを活用した掘削の検討
R ３.９ ：トレンチャー活用による試験施工を実施

新技術・新工法の活用（トレンチャーの活用）

《ﾄﾚﾝﾁｬｰ掘削状況》

《ﾄﾚﾝﾁｬｰ掘削状況》 《掘削断面状況》

《ベルトコンベアによる排土》

【徹底したコスト縮減】
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地下情報の3次元化の推進
○市街地では、歩道地下にガス、上・下水道、NTTなど比較的埋設物が多く存在。
○地下埋設物件が特に多い幹線道路との交差点部などの区間について、地下情報の
3次元化により事業の更なるスピードアップを図る。

○概要

・事業箇所 ： 京都市南区上鳥羽南花名町～上鳥羽鴨田

・路線名 ： 国道1号上鳥羽南地区
・延 長 ： 300m
・無電柱化手法 ：電線共同溝

○特徴
・地中レーダー探査(試掘併用)による埋設物位置精度向上および
３D設計による設計精度向上

埋設物情報取得

３D設計実施

【更なるスピードアップ】
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みなみく かみとば みなみはななちょう かみとば かもんでん

かみとばみなみ



○経緯

R3.11 ：京都国道事務所無電柱化推進検討部会を設立し、課題検討を実施
R3.12 ：地中レーダー探査・試掘工事実施
R4.1 ：３D設計実施

地下情報の3次元化の推進

【設計3Dデータによる干渉チェックのイメージ】

【更なるスピードアップ】
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ガス管（緑線）

水路（青線）
通信線（紫線）

電線共同溝設計（白線）


